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（趣旨）

第１条 この細則は、別に定めるもののほか、公立大学法人京都市立芸術大学職

員給与規程（以下「規程」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（職務の級の標準的な職務の内容）

第２条 規程第３条第２項に規定する職務の内容は、級別標準職務区分表（別表

第１）に定めるとおりとする。

（級別資格基準表）

第３条 理事長が職員を級別標準職務区分表に基づいて区分された職務の級のい

ずれかに決定しようとする場合における基準は、級別資格基準表（別表第２。

以下「資格基準表」という。）に定めるとおりとする。

２ 資格基準表の学歴免許等資格区分による区分は、職員の有する最も新しい学

歴免許等の資格に応じ、同表に定めるもののほか、学歴免許等資格区分表（人



事院規則９－８別表第３。以下「資格区分表」という。）の例によるものとする。

ただし、職員の有する最も新しい学歴免許等の資格以外の資格の区分によるこ

とが、その職員に有利である場合においては、その区分によることができるも

のとする。 

（経験年数） 

第４条 職員の経験年数は、前条第２項に規定する学歴免許等の資格を取得した

日以後の職員として引き続き在職した年数とする。 

２ 次の各号に掲げるものについては、当該各号に掲げる年数を前項に規定する

職員として引き続き在職した年数に加算する。 

⑴ 学歴免許等の資格を取得した日から採用の日の前日までの間に経験年数

換算表（別表第３。以下「換算表」という。）⑴に掲げる経験を有する者 当

該経歴を同表に定めるところにより換算した年数 

⑵ 学歴免許等の資格を取得した日前に換算表⑴に掲げる経歴（当該資格を取

得するに至るまでに通常必要とされる修学期間に係るものを除く。）を有す

る者 当該経歴のうち理事長が認めるものを同表に定めるところにより換

算した年数の７割に相当する年数 

⑶ 換算表⑵に掲げる学歴又は資格を有する者 同表に掲げる当該学歴又は

資格に係る換算年数 

３ 資格試験に合格した職員の経験年数は、第１項の規定にかかわらず、基準日

から当該試験に合格した日の前日までの間の経歴を第２項の例に準じて換算し

た年数と当該試験に合格した日以後の職員として引き続き在職した年数とを合

計した年数とする。 

４ 前各項の規定による年数の計算は、月を単位として行うものとする。この場

合において、１の月に職員として在職した期間とその他の期間があるとき、又

は換算率の異なる２以上の期間があるときは、その月は、職員にとって有利な

ほうの経歴の期間に係る月として取り扱うものとする。 

（新任の場合の職務の級及び号給の決定基準） 

第５条 新たに採用する職員の職務の級及び号給の決定については、初任給基準



表（別表第４）の定めるところによる。ただし、同表に定めがないものについ

ては、そのつど理事長が定めるところによるものとする。 

２ 初任給基準表の資格区分による区分は、別に定めるものを除き、資格区分表

の例によるものとする。 

第６条 新たに採用する職員で採用前に換算表⑴に掲げる経歴を有するものの職

務の級は、経験年数及び同種の職務に従事する他の職員との均衡を考慮して決

定することができる。この場合において、その者の号給は、決定された職務の

級の号給が初任給基準表に定められているときは当該号給の号数に経験年数の

月数を１８月以内で別に定める月数で除して得た数に４を乗じて得た数（その

数に１未満の端数があるときは、これを切り捨てた数）を加えた数を号数とす

る号給とし、決定された職務の級の号給が同表に定められていないときは別に

定める号給とする。 

第７条 新たに採用する職員で規程別表第２の給料表の適用を受けるもののうち、

前２条の規定による号給が年齢別保障初任給表（別表第５。以下「保障初任給

表」という。）に掲げる号給に達しないもの（職務の級が同表に定められている

職務の級と同一であるものに限る。）については、同表に掲げる号給をその者の

号給とする。 

第８条 次に掲げる者から引き続いて職員となった者で、前３条の規定によるこ

とが適当でないと認めるものについては、これらの規定にかかわらず、その者

の職務の級及び号給を決定することができる。 

⑴ 公立大学法人京都市立芸術大学（以下「法人」という。）以外の地方独立行

政法人法第５５条に規定する一般地方独立行政法人の職員 

⑵ 国家公務員 

⑶ 地方公務員 

⑷ 前２号に掲げる者に準じる者 

第９条 第５条から第７条までの規定にかかわらず、係長及びこれに準じる職以

上の職、その他専門的知識、特殊な技術、経験等を必要とする職務に従事する

職員として新たに採用する者については、同種の職務に従事する他の職員との



均衡を考慮し、その者の職務の級及び号給を決定することができる。 

（１週平均の正規の勤務時間数） 

第１０条 規程第３条第５項ただし書に規定する１週平均の正規の勤務時間数と

して別に定める時間数は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に掲

げる時間数とする。 

⑴ 公立大学法人京都市立芸術大学職員就業規則（以下「就業規則」という。）

第２１条の規定により再雇用された者のうち常勤の職員以外の職員（以下「再

雇用短時間勤務職員」という。） １５時間３０分から３１時間までの範囲内

で別に定める時間数 

⑵ 常勤の職員 ３８時間４５分 

（昇格基準） 

第１１条 理事長は、年２回、その定める期日に資格基準表に定める必要在級年

数（勤務成績が特に優秀である職員にあっては、その年数の８割に相当する年

数）又は必要経験年数に達している職員を、昇格（職員の職務の級を同一の給

料表の上位の職務の級に変更することをいう。以下同じ。）させることができる。 

２ 職員が生命をとして職務を遂行し、そのために心身に著しい障害を生じた場

合は、前項の規定にかかわらず、昇格させることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、理事長は、職員を昇任させた場合その他特に必

要があると認める場合は、昇格の理由が生じた日に昇格させることができる。 

（昇格等に伴う号給の決定） 

第１２条 職員を昇格させる場合におけるその職員の号給は、昇格時号給対応表

（別表第６）に定めるとおりとする。 

２ 職員が次の各号のいずれかに該当する場合においては、前項の規定にかかわ

らず、別に定める基準に従い、その職員の号給を決定することができる。 

⑴ 職員が新たに別に定める職を占めることとなった場合 

⑵ その他理事長が必要と認めた場合 

（昇格の欠格基準） 

第１３条 昇格に関する欠格基準については、別に定める。 



（降格に伴う職務の級及び号給の決定） 

第１４条 職員を降格（職員の職務の級を同一の給料表の下位の職務の級に変更

することをいう。以下同じ。）させる場合におけるその職員の職務の級及び号給

は、別に定めるところにより決定するものとする。 

（号給の調整） 

第１５条 職員が、国等の行う資格試験等に合格した場合又は資格基準表の職員

採用試験学歴免許等資格区分の異なる区分に属する職員採用試験学歴免許等の

資格を取得した場合等においては、その者の号給を初任給として受けるべき額

の号給に達するまで上位に決定することができる。 

（初任給基準を異にして異動した場合等の職務の級及び号給の決定） 

第１６条 職員が給料表の適用を異にすることなく初任給基準を異にして異動し

た場合又は給料表の適用を異にして異動した場合においては、同種の職務に従

事している他の職員との均衡及びその職員の従前の職務成績を考慮して、その

職員の異動後の職務の級及び号給を決定するものとする。 

（昇給の基準等） 

第１７条 規程第４条第１項に規定する別に定める日は、第８項に定めるものを

除き、毎年１月１日とする。 

２ 規程第４条第１項に規定する別に定める場合は、別に定める職員の昇給につ

いて人事評価の結果等を反映させる場合その他昇給日前１年間の勤務成績に応

じて職員の昇給を行うことが適当でないものとして別に定める場合とする。 

３ 規程第４条第１項に規定する別に定める期間は、前項の場合に考慮する事項

を勘案して、別に定める。 

４ 規定第４条第２項に規定する別に定める基準は、次の各号に掲げる職員の区

分に応じ、当該各号に掲げる号給数とする。ただし、規程第３条第１項第１号

の給料表の適用を受ける職員のうちその職務の級が４級であるものにあっては、

当該各号に掲げる号給数のうち「４号給」とあるのは、「１号給」とする。 

⑴ 勤務成績が特に良好であることにより理事長が特に適当であると認める職

員 ４号給を超える号給数で別に定める号給数 



⑵ 勤務成績が良好である職員 ４号給 

⑶ 勤務成績が良好でない職員 ４号給に達しない号給数で別に定める号給数 

５ 規程第４条第３項の規定の適用を受ける職員に関する前項の規定の適用につ

いては、同項第１号及び第２号中「４号給」とあり、並びに同項第３号中「４

号給に達しない号給数で別に定める号給数」とあるのは、「０号給」とする。 

６ 前年の昇給日後に新たに職員となった者の昇給の号給数は、前２項の規定に

かかわらず、別に定める。 

７ 規程第４条第３項に規定する別に定める職員は規程別表第１の適用を受ける

職員とし、同項に規定する別に定める年齢は６０歳とする。 

８ 勤務成績が良好である職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、別に

定めるところにより、昇給させることができる。 

⑴ 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じたこと

により退職する場合 

⑵ その他別に定める場合（給料等の支給） 

第１８条 給料、扶養手当、住居手当、地域手当、大学院研究科手当、時間外勤

務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、管理職手当（第４８条本文に規定する

支給額に係るものに限る。以下この条において同じ。）及び管理職員特別勤務手

当の計算期間は、月の１日から末日までとし、その支給期日は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に掲げるとおりとする。ただし、支給期日が日曜日、

土曜日又は国民の祝日に関する法律に規定する休日（以下「祝日法による休日」

という。）に当たるときは、その日前において、その日に最も近い日曜日、土曜

日又は祝日法による休日でない日を支給期日とする。 

⑴ 給料、扶養手当及び地域手当 月の２１日 

⑵ 住居手当、大学院研究科手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務

手当、管理職手当及び管理職員特別勤務手当 翌月の２１日 

２ 前項の規定にかかわらず、遠隔地に勤務する等特別の事情がある職員につい

て、支給期日に給与を支給し難い場合においては、その日後にこれを支給する

ことができる。 



３ 第１項の規定にかかわらず、特別の事情があるときは、理事長が、給与の支

給期日を繰り上げることができる。 

４ 月の中途において停職等となった場合又は停職等の終了により職務に復した

場合におけるその職員のその月の給料の額は、日割りにより計算した額とする。 

５ 第１項に規定する手当の支給については、次に定めるところによる。 

⑴ 扶養手当、住居手当、地域手当及び管理職手当は、第１項から第３項まで

に定めるもののほか、給料の支給方法に準じて支給する。 

⑵ 規程第５条ただし書の規定は、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務

手当及び管理職員特別勤務手当の支給について準用する。 

第１９条 規程第６条第１項に規定する昇給、降給等は、減給を含むものとする。 

（扶養手当） 

第２０条 新たに職員となった者に扶養親族（規程第８条第２項各号列記以外の

部分に規定する扶養親族をいう。以下同じ。）がある場合又は職員に次の各号の

いずれかに該当する事実が生じた場合においては、その職員は、別に定める場

合を除き、直ちに扶養親族届（第１号様式）により理事長に届け出なければな

らない。 

⑴ 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合 

⑵ 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合 

⑶ 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。）以外の扶養親族がある職員が配偶者を有しなくなった

場合（前号に該当する場合を除く。） 

⑷ 配偶者以外の扶養親族がある職員が配偶者を有するに至った場合（第１号

に該当する場合を除く。） 

２ 理事長は、職員から前項の届出を受けたときは、当該届出に係る親族が扶養

親族たる要件を具備しているかどうかを認定しなければならない。 

３ 理事長は、次の各号に掲げる者を扶養親族として認定することができない。 

⑴ 民間その他から扶養手当に相当する手当の支給を受けている者 

⑵ 給与所得、資産所得、事業所得等の合計額の１月平均の額が１２３、３３



４円以上である者 

⑶ 心身に障害がある者の場合においては、前２号によるほか、障害の程度が

終身労務に服することができない程度に達していない者 

４ 職員が他の者と共同して同一人を扶養する場合においては、その職員が主た

る扶養者であるときに限り、その職員の扶養親族として認定することができる。 

５ 理事長は、前３項の認定を行うにつき必要があると認めるときは、扶養親族

たる要件を具備していることを証する書類の提出を求めることができる。 

第２１条 新たに職員となった者に扶養親族がある場合における扶養手当はその

者が職員となった日から、職員に前条第１項第１号及び第３号に掲げる事実が

生じた場合における当該扶養親族に係る扶養手当はその事実が生じた日の属す

る月から、それぞれの支給を開始し、又はその支給額を改定する。ただし、そ

の届出が、これに係る事実の生じた日から１５日を経過した後においてなされ

たときは、その届出を受理した日の属する月（新たに職員となった者について

は、採用の日前の分を除く。）から、その支給を開始し、又はその支給額を改定

する。 

２ 職員に前条第１項第２号及び第４号に掲げる事実が生じた場合における当該

扶養親族に係る扶養手当は、その事実が生じた日の属する月の翌月から、その

支給を終わり、又はその支給額を改定する。 

３ 前２項の規定によりがたい扶養手当の支給の開始若しくは終了又は支給額の

改定については、別に定める。 

４ 不当に扶養手当の支給を受けたときは、これを返還させるものとする。 

（指定区間） 

第２２条 規程第１０条第１項第１号に規定する別に定める区間（以下「指定区

間」という。）は、住居から勤務公署までの距離が２キロメートル未満である職

員の通勤区間（住居から勤務公署までの区間をいう。）以外の区間とする。ただ

し、理事長が特別の事情があると認める職員については、この限りでない。 

２ 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け

ている職員で、身体障害者福祉法施行規則別表第５号に掲げる１級から６級ま



でに該当する障害のため、歩行することが著しく困難であり、交通機関若しく

は有料の道路（以下「交通機関等」という。）を利用し、又は第３２条に規定す

る交通の用具を使用しなければ通勤することが著しく困難であるものその他別

に定める職員に関する前項の規定の適用については、当該交通機関等を利用し、

又は交通の用具を使用する区間は、指定区間とみなす。 

３ この細則に規定する「通勤」とは、職員が勤務のため、住居と勤務公署との

間を往復することをいい、第１項に規定する距離は、一般に利用し得る最短の

経路の長さによるものとする。 

（併用者の区分及び支給額） 

第２３条 規程第１０条第２項第３号に規定する別に定める区分及びこれに対応

する同号に掲げる額は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 規程第１０条第１項第３号に掲げる職員（第２２条第２項に規定する職員

以外の職員であって、その利用する交通機関等を徒歩により通勤することを

通例とする距離内においてのみ利用しているものを除く。）のうち、第３２条

に規定する交通の用具の使用距離が片道１キロメートル以上である職員及び

同条に規定する交通の用具の使用距離が片道１キロメートル未満である職員

で当該交通の用具を使用しなければ通勤することが著しく困難であるもの 

規程第１０条第２項第１号及び第２号に掲げる額（同項第１号に規定する１

箇月当たりの運賃等相当額（以下「１箇月当たりの運賃等相当額」という。）

及び同項第２号に掲げる額の合計額が５５，０００円を超えるときは、その

者の通勤手当に係る支給単位期間（規程第１０条第５項に規定する支給単位

期間をいう。以下同じ。）のうち最も長い支給単位期間につき、５５，０００

円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額） 

⑵ 規程第１０条第１項第３号に掲げる職員のうち、１箇月当たりの運賃等相

当額（２以上の交通機関等を利用するものとして通勤手当が支給される場合

にあっては、その合計額。以下「１箇月当たりの運賃等相当額等」という。）

が同条第２項第２号に掲げる額以上である職員（前号に掲げる職員を除く。） 

同項第１号に掲げる額 



⑶ 規程第１０条第１項第３号に掲げる職員のうち、１箇月当たりの運賃等相

当額等が同条第２項第２号に掲げる額未満である職員（第１号に掲げる職員

を除く。） 同項第２号に掲げる額 

（通勤届等） 

第２４条 職員は、新たに規程第１０条第１項の規定に該当するに至ったときは、

通勤届（第２号様式）により、その通勤の実情を速やかに理事長に届け出なけ

ればならない。同項に規定する職員が、別に定める場合を除き、次の各号のい

ずれかに該当するときも、同様とする。 

⑴ 所在地の異なる勤務公署に異動した場合 

⑵ 住居、通勤経路若しくは通勤方法を変更し、又は通勤のため負担する運賃

若しくは料金（以下「運賃等」という。）の額に変更があった場合 

⑶ その他別に定める場合 

２ 職員は、規程第１０条第１項の規定に該当しなくなったときは、前項の規定

の例により届け出なければならない。 

３ 理事長は、職員から第１項の規定による届出があったときは、その届出に係

る事実を通勤用定期乗車券（これに準じるものを含む。以下「定期券」という。）

の提示を求める等の方法により確認し、その職員が規程第１０条第１項の規定

に該当するときは、その職員に支給すべき通勤手当の額を決定し、又はその職

員の通勤手当の額を改定しなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、別に定める場合における通勤手当の額の決定又は

改定は、理事長が第１項の規定による届出を待たずに行う。 

（支給日等） 

第２５条 通勤手当は、支給単位期間（第２項各号に掲げる通勤手当に係るもの

を除く。）又は同項各号列記以外の部分に規定する期間（以下「支給単位期間等」

という。）に係る最初の月の翌月の第１８条第１項に規定する給料の支給期日

（同条第２項の規定によりその支給期日後に給料を支給する場合にあっては当

該支給する日、同条第３項の規定によりその支給期日を繰り上げる場合にあっ

ては当該繰り上げる日。以下「支給日」という。）に支給する。ただし、支給日



までに前条第１項の規定による届出に係る事実が確認できない等のため、支給

日に通勤手当を支給することができないときは、支給日後にこれを支給するこ

とができる。 

２ 規程第１０条第３項に規定する別に定める通勤手当は、次に掲げる通勤手当

とし、同項に規定する別に定める期間は、当該通勤手当が支給される職員に係

る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間とする。 

⑴ 職員が２以上の交通機関等を利用するものとして規程第１０条第２項第１

号に掲げる額の通勤手当を支給される場合（次号の場合を除く。）において、

１箇月当たりの運賃等相当額等が５５，０００円を超えるときの当該通勤手

当 

⑵ 職員が規程第１０条第２項第１号及び第２号に掲げる額の通勤手当を支給

される場合において、１箇月当たりの運賃等相当額及び同号に掲げる額の合

計額が５５，０００円を超えるときの当該通勤手当 

（通勤手当の支給の始期及び終期等） 

第２６条 通勤手当は、職員が新たに規程第１０条第１項の規定に該当するに至

ったときは、その日の属する月から支給を開始する。ただし、第２４条第１項

の規定による届出が、これに係る事実の生じた日の属する月の翌月以後で、か

つ、その日から１５日を経過した日後にされたときは、その届出のあった日の

属する月から支給を開始する。 

２ 通勤手当の支給を受けている職員について、その額を増額すべき事実が生じ

たときは、その事実の生じた日の属する月から支給額を増額する。前項ただし

書の規定は、この項前段に規定する場合について準用する。 

３ 通勤手当の支給を受けている職員について、その額を減額すべき事実が生じ

たときは、その事実の生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であると

きは、その月）から支給額を減額する。 

４ 通勤手当の支給は、職員が規程第１０条第１項の規定に該当しなくなったと

きは、その事実の生じた日の属する月（その日が月の初日であるときは、その

月の前月）をもって終わる。 



５ 規程第１０条第１項に規定する職員が、出張、休暇その他の事由により、支

給単位期間等に係る最初の月の初日から末日までの期間の全日数にわたって通

勤しないときは、当該支給単位期間等に係る通勤手当は、支給しない。 

６ 理事長は、現に通勤手当の支給を受けている職員について、その職員が規程

第１０条第１項の規定に該当しているかどうかを、その職員に定期券等の提示

を求め、又は通勤の実情を実地に調査する等の方法により、随時、確認するも

のとする。 

７ 不当に通勤手当の支給を受けたときは、これを返還させるものとする。 

（返納の事由及び額等） 

第２７条 規程第１０条第４項に規定する別に定める事由は、通勤手当（支給単

位期間が１箇月であるものを除く。）が支給される職員について生じた次の各号

のいずれかに掲げる事由とする。 

⑴ 離職し、若しくは死亡した場合又は規程第１０条第１項各号に掲げる職員

でなくなったとき。 

⑵ 通勤経路若しくは通勤方法を変更し、又は通勤のため負担する運賃等の額

に変更があったことにより、通勤手当の額が改定されることとなったとき。 

⑶ 出張、休暇その他の事由により、月の初日から末日までの期間の全日数に

わたって通勤しないこととなったとき。 

２ 交通機関等に係る通勤手当に係る規程第１０条第４項に規定する別に定める

額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲げる額とする。 

⑴ １箇月当たりの運賃等相当額等（第２３条第１号に掲げる職員にあっては、

１箇月当たりの運賃等相当額及び規程第１０条第２項第２号に掲げる額の合

計額。以下同じ。）が５５，０００円以下であった場合 前項第２号に掲げる

事由が生じた場合にあっては当該事由に係る交通機関等（同号の通勤手当の

額の改定後に１箇月当たりの運賃等相当額等が５５，０００円を超えること

となるときは、その者が利用するすべての交通機関等）につき、同項第１号

又は第３号に掲げる事由が生じた場合にあってはその者の利用するすべての

交通機関等につき、それらの事由が生じなかったとすれば使用されるべき通



用期間の定期券の運賃等の払戻しを、別に定める月（以下「事由発生月」と

いう。）の末日に受けたものとして得ることができる額（以下「払戻金相当額」

という。） 

⑵ １箇月当たりの運賃等相当額等が５５，０００円を超えていた場合 次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に掲げる額 

ア イに掲げる場合以外の場合 ５５，０００円に事由発生月の翌月から支

給単位期間に係る最後の月までの月数を乗じて得た額又は前項各号に掲げ

る事由に係る交通機関等についての払戻金相当額のいずれか低い額（事由

発生月が支給単位期間に係る最後の月である場合にあっては、０円） 

イ 第２５条第２項各号に掲げる通勤手当を支給されている場合 ５５，０

００円に事由発生月の翌月から同項に規定する支給単位期間に係る最後の

月までの月数を乗じて得た額又はその者の利用するすべての交通機関等に

ついての払戻金相当額及び別に定める額の合計額のいずれか低い額（事由

発生月が当該支給単位期間に係る最後の月である場合にあっては、０円） 

３ 規程第１０条第４項の規定により職員に前項各号に掲げる額を返納させると

きは、当該職員の給与から当該額を差し引くことがある。 

（支給単位期間） 

第２８条 規程第１０条第５項に規定する別に定める期間は、次の各号に掲げる

交通機関等の区分に応じ、当該各号に掲げる期間とする。 

⑴ 定期券を使用することが最も経済的かつ合理的であると認められる交通機

関等 当該交通機関等において発行されている定期券の通用期間のうち６箇

月を超えない範囲内で最も長いものに相当する期間 

⑵ 前号の交通機関等以外の交通機関等 １箇月 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第１号に掲げる交通機関等を利用する職員に

ついて、同号に掲げる期間に係る最後の月の前月以前の月に属する日に、就業

規則第１８条第２号の規定による退職その他の離職をすること、長期間の研修

等のために旅行すること、勤務態様の変更により通勤のために負担する運賃等

の額に変更があることその他の事由が生じることが同号に掲げる期間に係る最



初の月の初日において明らかである場合は、当該最初の月から当該事由が生じ

ることとなる日の属する月（その日が月の初日である場合にあっては、その日

の属する月の前月）までの期間について、前項の規定に準じて当該交通機関等

に係る支給単位期間を定めることがある。 

第２９条 支給単位期間は、第２６条第１項の規定により通勤手当の支給を開始

する月、同条第２項の規定により通勤手当の額を増額する月又は同条第３項の

規定により通勤手当の額を減額する月から開始する。 

２ 出張、休暇その他の事由により、月の初日から末日までの期間の全日数にわ

たって通勤しないこととなったときは、支給単位期間は、その後再び通勤する

こととなった日の属する月から開始する。 

（運賃等相当額の算出） 

第３０条 規程第１、条第２項に規定する運賃等相当額の算出は、運賃、時間、

距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及

び方法による運賃等の額によるものとする。 

２ 前項に規定する通勤の経路又は方法は、往路と帰路とを異にし、又は往路と

帰路とにおけるそれぞれの通勤方法を異にするものであってはならない。ただ

し、正規の勤務時間が夜間に及ぶためこれにより難い場合等正当な事由がある

場合は、この限りでない。 

３ 規程第１０条第２項に規定する運賃等相当額は、次項の規定による場合を除

き、次に掲げる額とする。 

⑴ 定期券を使用することが最も経済的かつ合理的であると認められる交通機

関等を利用する区間については、当該区間に係る通用期間が支給単位期間と

同一の期間である定期券の価額（交替制勤務に従事する職員等で平均１箇月

当たりの通勤所要回数が少ないもの（以下「交替制勤務者等」という。）につ

いて、この額が次号に掲げる額を超えるときは、同号に掲げる額） 

⑵ 前号の交通機関等以外の交通機関等を利用する区間については、当該区間

についての通勤２１回分（交替制勤務者等にあっては、平均１箇月当たりの

通勤所要回数分）の運賃等の額として別に定めるところにより算出した額（そ



の額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額） 

４ 第２項ただし書に該当する場合の運賃等相当額は、往路及び帰路の交通機関

等について、前項の規定による額との均衡を考慮し、同項の規定による算出方

法に準じて算出した額の合計額とする。 

（再雇用短時間勤務職員の通勤手当の額の特例） 

第３１条 規程第１０条第２項各号列記以外の部分に規定する別に定める額は、

再雇用短時間勤務職員以外の職員の例による。この場合において、同項第１号

及び第３号並びに第２３条第１号中「５５，０００円」とあるのは「５５，０

００円（その月の通勤回数が２１回未満の職員については、５５，０００円に

その月の通勤回数を２１で除して得た数を乗じて得た額）」と、規程第１０条第

２項第２号中「次に掲げる額」とあるのは「次に掲げる額（その月の通勤回数

が２１回未満の職員については、それぞれ次に掲げる額にその月の通勤回数を

２１で除して得た数を乗じて得た額）」とする。 

２ 再雇用短時間勤務職員で、その者の通勤回数により前項の規定によることが

適当でないと認めるものについては、同項の規定にかかわらず、その者の通勤

手当の額を決定することができる。 

（交通の用具） 

第３２条 規程第１０条第１項第２号に規定する交通の用具は、次に掲げるもの

とする。ただし、本市の所有に属するものを除く。 

⑴ 自転車 

⑵ 原動機付自転車、自動車その他の原動機付の交通用具 

⑶ 車いす（障害のため歩行することが著しく困難である職員が使用する場合

に限る。） 

（通勤手当に関する補則） 

第３３条 第２２条から第３２条までに定めるもののほか、通勤手当に関し必要

な事項は、別に定める。 

（住居手当） 

第３４条 規程第１１条第１項規定する別に定める職員は、次に掲げる職員とす



る。 

⑴ 京都市公舎管理規則に規定する公舎、国家公務員宿舎法に規定する宿舎そ

の他地方公共団体又は別に定める法人から貸与された職員宿舎（以下「宿舎

等」という。）に居住している職員 

⑵ 法人から住居手当の支給を受けている配偶者、子、父母又は配偶者の父母

（以下「配偶者等」という。）と同居している職員 

⑶ 法人からその居住する住居に係る費用の全部又は一部の支給を受けている

職員 

⑷ 次に掲げる住宅の全部又は一部を借り受けて居住している職員 

 ア 扶養親族が所有する住宅 

 イ 配偶者、父母又は配偶者の父母（扶養親族に該当するものを除く。）が所

有し、又は借り受け、かつ、居住している住宅 

ウ ア又はイに掲げるもののほか、これらに準じる住宅として別に定めるも

の 

第３５条 新たに職員となった者が住居手当の支給を受ける職員たる要件を具備

する場合又は職員が住居手当の支給を受ける職員たる要件を具備するに至り、

若しくは欠くに至った場合においては、その職員は、直ちにその旨を、住居届

（第３号様式）により理事長に届け出なければならない。住居手当の支給に係

る住宅、家賃の額その他別に定める事項に変更があった場合についても、同様

とする。 

２ 前項の規定による届出を行った職員が家賃と水道、ガス及び電気の料金並び

に食費その他の費用とを併せて支払っている場合において、家賃の額が明確で

ないときは、理事長は、別に定める基準に従い、家賃の額に相当する額を算定

し、当該額に基づき住居手当の支給の可否及び金額を決定するものとする。 

第３６条 新たに職員となった者が住居手当の支給を受ける職員たる要件を具備

する場合における住居手当はその者が職員となった日から、職員が住居手当の

支給を受ける職員たる要件を具備するに至った場合における住居手当はその事

実が生じた日の属する月から、それぞれその支給を開始する。ただし、前条の



規定による届出が、これに係る事実が生じた日から１５日を経過した後におい

てなされたときは、その届出を受理した日の属する月（新たに職員となった者

については、採用の日前の分を除く。）から、その支給を開始する。 

２ 住居手当の支給は、職員が住居手当の支給を受ける職員たる要件を欠くに至

った日の属する月をもって終わる。 

３ 住居手当の支給を受けている職員に、その月額を増額すべき事実が生じたと

きはその事実が生じた日の属する月から、その月額を減額すべき事実が生じた

ときはその事実が生じた日の属する月の翌月からその支給額を改定する。第１

項ただし書の規定は、住居手当の月額を増額して改定する場合について準用す

る。 

４ 前３項の規定により難い住居手当の支給の開始又は終了については、別に定

める。 

５ 職員が不当に住居手当の支給を受けたときは、これを返還させるものとする。 

（地域手当） 

第３７条 規程第１２条第２項第３号に規定する管理職手当のうち別に定める額

は、第４８条本文の規定による管理職手当の支給額とする。 

２ 前項に規定するもののほか、地域手当について必要な事項は、別に定める。 

（大学院研究科手当） 

第３８条 規程第１３条第２項に規定する別に定める額は、次の各項に掲げる区

分に応じ、当該各項に掲げる額をそれぞれ加算した額とする。 

２ 大学院研究科の授業を常時担当する教員 

⑴ 教授  月額 ２２，１００円 

⑵ 准教授 月額 １７，１００円 

⑶ 講師  月額 １２，０００円 

３ 博士論文指導担当教員（学生一人当たり） 

⑴ 主指導  月額 ２，２００円 

⑵ 論文指導 月額 ２，２００円 

⑶ 副指導  月額 １，１００円 



４ 前項の規定にかかわらず、再雇用短時間勤務職員に支給する大学院研究科手

当の額は、その額に第１０条第１号に掲げる時間数を同条第２号に掲げる時間

数で除して得た数を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り

捨てた額）とする。

５ 採用、配置換えその他の理由により、大学院研究科手当を新たに支給すると

き及び大学院研究科手当の額に変更を生じたときのその支給については、別に

定めるものを除き、給料の支給の例による。

６ 退職、配置換えその他の理由により大学院研究科手当を支給しないこととな

るときは、当該支給しないこととなる日までに係る大学院研究科手当を日割計

算によって支給する。

７ 職員が、正規の勤務日において、次の各号のいずれかに該当するときは、当

該各号に掲げる額を減額して大学院研究科手当を支給する。ただし、年次休暇

又は特別休暇を取得したとき及び職務に専念する義務を免除されたとき（第３

９条第１項に規定する病気休務であるときを除く。）は、この限りでない。

⑴ 正規の勤務時間の全部について勤務しないとき 勤務しない日１日につき、

大学院研究科手当の額を当該月の要勤務日数で除して得た額(５０銭未満の

端数があるときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときは

これを切り上げた額) 

⑵ 正規の勤務時間の一部について勤務しないとき 勤務しない時間１時間に

つき、大学院研究科手当の額を第３９条に規定する１月平均の正規の勤務時

間数で除して得た額(５０銭未満の端数があるときはこれを切り捨て、５０銭

以上１円未満の端数があるときはこれを切り上げた額) 

８ 前項の規定にかかわらず、職員が休職したときは、当該月の大学院研究科手

当は、支給しない。

９ 前６項に定めるもののほか、大学院研究科手当について必要な事項は、別に

定める。

（１月平均の正規の勤務時間数）

第３９条 規程第１４条第１項本文及び第２６条に規定する１月平均の正規の勤



務時間数として別に定める時間数は、１５６時間とする。ただし、再任用短時

間勤務職員にあっては、当該時間数に第１０条第１号に掲げる時間数を同条第

２号に掲げる時間数で除して得た数を乗じて得た時間数（その時間数に１時間

未満の端数があるときは、これを切り捨てた時間数）とする。 

（勤務しないことについての承認の基準） 

第４０条 規程第１４条第１項ただし書の規定による承認は、職員が年次休暇又

は特別休暇を受けた場合及び職務に専念する義務を免除された場合（別に定め

る場合を除く。）に行う。ただし、次の表の左欄に掲げる理由により職務に専念

する義務を免除された場合における承認の期間は、それぞれ同表の右欄に掲げ

るとおりとする。 

理由 期間 

⑴ 感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法

律の規定による交通の制限又

は遮断 

そのつど必要と認める時間又は期間 

⑵ 風水震、火災その他非常災害

による交通の遮断 

同上 

⑶ 風水震、火災その他天災地変

による職員の現住する住居の

滅失又は破壊 

１週間を超えない範囲内において、そのつど

必要と認める期間 

⑷ ⑴から⑶までによる場合の

ほか、交通機関の事故等の不可

抗力による事故 

そのつど必要と認める時間 

⑸ その職員の所属する課等の

事務又は事業の運営上の必要

に基づく事務又は事業の全部

又は一部の停止  

その停止の期間 

⑹ 負傷又は疾病（地方公務員災 次のア又はイに掲げる期間のうち、いずれか



害補償法（以下「補償法」とい

う。）第２８条若しくは第２８

条の２の規定により補償（再雇

用短時間勤務職員にあっては、

当該補償に相当するもの）を受

けることができるものを除く。

以下同じ。）

長い方の期間（結核性疾患にあっては、１年）

及び当該期間を超える期間で就業規則第１４

条第１項第１号に掲げる事由に該当して休職

された場合における当該休職された日前１月

の期間の範囲内（特定業務職員及び契約職員

にあっては、１の年次につき４０日の範囲内

で別に定める期間の範囲内）において、医師

の証明等に基づき、必要と認める期間

ア ７５日（病気休務（左欄に掲げる理由に

より職務に専念する義務を免除されて勤務し

ないことをいう。以下同じ。）の期間が２以上

ある場合において、これらの期間の間に７５

日以上の期間がないときは、これらの期間を

通じて７５日）

イ 病気休務の期間（病気休務の期間が２以

上ある場合において、これらの期間の間に７

５日以上の期間がないときは、これらの期間

のうち最初の期間）の初日から起算して４箇

月

⑺ その他理事長が特に必要と

認める理由

そのつど必要と認める時間又は期間

２ 前項の表⑹の項に掲げる４０日の範囲内で別に定める期間及び７５日の日数

の計算は、正規の勤務日のみによるものとする。

３ 前項の場合において、理事長が１時間を単位として計算することに相当の理

由があると認める場合にあっては８時間を１日として計算し、その他の場合に

あっては引き続いた正規の勤務時間が４時間を超えないとき及び理事長がこれ

に準じるものと認めるときは０．５日と、引き続いた正規の勤務時間が７時間

４５分を超えるときはその勤務時間に応じ別に定める日数として計算する。た



だし、これらにより難い場合の計算については、別に定める。

（給与の減額の特例）

第４１条 職員が、正規の勤務時間について勤務しない場合（規程第１４条第１

項ただし書に規定する場合を除く。）における規程第１４条第３項の規定による

給与の減額の特例は、次の各号に定めるところによる。ただし、第５号の規定

は、特定業務職員及び契約職員には適用しない。

⑴ 勤務しなかった時間（勤務を要しない時間及び規程第１４条第１項ただし

書の規定による承認を受けた期間に係る時間を除く。以下同じ。）がその月の

正規の勤務時間の全部にわたる場合は、給与の全額を支給しない。

⑵ 引き続いた正規の勤務時間が４時間を超えない場合若しくは理事長がこれ

に準じるものと認める場合又は引き続いた正規の勤務時間が７時間４５分を

超える場合において、その正規の勤務時間の全部又は一部について勤務しな

いときは、別に定める基準に従い、給与を減額する。

⑶ その月の正規の勤務時間が第３９条に規定するその職員の１月平均の正規

の勤務時間数を超える場合において、勤務しなかった時間の時間数がその月

の正規の勤務時間の時間数の２分の１以下であり、かつ、規程第１４条第１

項又は前号の規定を適用したとした場合に減額することとなる額が給与月額

の２分の１に相当する額を超えるときは、給与月額の２分の１に相当する額

を減額する。

⑷ その月の正規の勤務時間が第３９条に規定するその職員の１月平均の正規

の勤務時間数を超える場合において、勤務しなかった時間の時間数がその月

の正規の勤務時間の時間数の２分の１を超えるときは、アに掲げる額からイ

に掲げる額を差し引いた額を減額する。

ア 給与月額

イ 給与月額をその月の正規の勤務時間の時間数で除して得た額に、当該時

間数から勤務しなかった時間の時間数を差し引いた時間数を乗じて得た額

⑸ 病気休務の期間（規程第１４条第１項ただし書の規定による承認を受けた

期間を除く。）については、同項又は前３号の規定を適用したとした場合に減



額することとなる額の３分の１に相当する額を減額する。ただし、当該期間

が月の正規の勤務時間の全部にわたる場合は、給与月額の３分の１に相当す

る額を減額する。

２ 公立大学法人京都市立芸術大学職員の育児休業等に関する規程第１１条の規

定による部分休業の承認又は公立大学法人京都市立芸術大学職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する規程（以下「勤務時間規程」という。）第８条の２第１項

の規定による介護時間の承認を受けている職員が正規の勤務時間（これらの承

認を受けている勤務時間を除く。この項において同じ。）について勤務しなかっ

た場合において、これらの承認を受けていない職員が正規の勤務時間について

勤務しなかった場合との均衡を考慮して必要があると認めるときは、別に定め

るところにより給与を減額することができる。

（補償法による休業補償等を受ける場合の給与の減額の特例）

第４２条 補償法第２８条の規定により休業補償を受けることができる場合にお

いて、規程又はこの細則の規定により減額され、又は支給されないこととなる

給与の額が、補償法第２条第４項に規定する平均給与額に同法第２８条の規定

により休業補償を受けることができる日数（その月に係る日数に限る。）を乗じ

て得た額（以下「公災補償相当額」という。）を超えることとなるときは、規程

又はこの細則の規定にかかわらず、当該公災補償相当額を給与から減額する。

２ 公立大学法人京都市立芸術大学非常勤職員等の業務災害等に係る休業補償等

に関する規程（以下「非常勤職員等補償規程」という。）第３条の規定に基づき

休業補償を受けることができる場合において、規程又はこの細則の規定により

減額され、又は支給されないこととなる給与の額が、労働者災害補償保険法第

８条の２に規定する休業給付基礎日額に非常勤職員等補償規程第３条の規定に

より休業補償を受けることができる日数（その月に係る日数に限る。）を乗じて

得た額（以下「労災補償相当額」という。）を超えることとなるときは、報酬か

ら当該労災補償相当額を減額する。

（その月分の給与から減額することができない場合の減額の方法）

第４３条 給与を減額すべき事由が生じた場合において、その月分の給与から減



額することができないときは、翌月分以降の給与から差し引くことができる。

（時間外勤務手当の支給割合）

第４４条 規程第１５条に規定する別に定める割合は、次の各号に掲げる勤務の

区分に応じ、当該各号に掲げる割合とする。

⑴ 規程第１５条第１項第１号に掲げる勤務 １００分の１２５

⑵ 規程第１５条第１項第２号に掲げる勤務 １００分の１３５

（休日勤務手当）

第４５条 規程第１６条に規定する別に定める額は、勤務１日につき、規程第２

６条に規定する勤務１時間当たりの給与額（以下「給与額」という。）に１００

分の３５を乗じて得た額の８倍に相当する額を超えない範囲内において、当該

職員の１日の正規の勤務時間数に応じ、別に定める基準により算定した額とす

る。ただし、理事長が特に必要があると認めるときは、給与額に１００分の１

３５を乗じて得た額の８倍に相当する額を超えない範囲内において、別に定め

る基準により算定した額とする。

２ 規程第１６条第１号に規定する別に定める日は、勤務時間規程に規定する休

日に当たる祝日法による休日の直後の正規の勤務日（勤務時間規程に規定する

休日以外の日をいう。以下同じ。）とし、その日が次の各号に掲げる日（以下「祝

日法による休日等」という。）に当たるときは、当該祝日法による休日等の直後

の正規の勤務日とする。ただし、これにより難いときは、別に定める日とする。

⑴ 祝日法による休日

⑵ １月１日から同月３日まで及び１２月２９日から同月３１日まで（祝日法

による休日を除く。）

（時間外勤務手当等の特例）

第４６条 正規の勤務時間を超えて監視的業務又は断続的業務に従事することを

命ぜられた職員については、その業務に従事する時間１時間につき、規程第１

５条の規定による時間外勤務手当の勤務１時間当たりの額（以下「基準額」と

いう。）の３分の１に相当する額から基準額の３分の２に相当する額までの範囲

内において、当該手当を支給する。



２ 法人の業務により旅行中の職員については、正規の勤務時間を勤務したもの

とみなす。ただし、用務地で正規の勤務時間を超えて勤務することを理事長か

らあらかじめ命ぜられた場合において、その勤務した時間を証明することがで

きるとき、又は旅行の第１日若しくは末日に正規の勤務時間を超えて勤務する

ことを理事長から命ぜられた場合は、その勤務したそれぞれの時間については、

この限りでない。

（管理職手当）

第４７条 管理職手当は、課長及びこれに準じる者以上の職員で、理事長が特に

必要と認めるものに対して支給する。

第４８条 管理職手当の支給額は、前条の職員が適用を受ける給料表及び当該職

員が属する職務の級に応じ、別表第７に掲げる額とする。ただし、理事長は、

勤務の状況等に応じ、別に定める基準により加算することができる。

第４９条 職員が正規の勤務時間について勤務しない場合における管理職手当

（前条本文に規定する支給額に係るものに限る。）の減額については、別に定め

るものを除き、給与月額の減額の例による。この場合において、病気休務の期

間については、職務に専念する義務を免除されていないものとみなす。

第５０条 第４８条ただし書の規定により加算される管理職手当の支給方法につ

いては、別に定める。

（管理職員特別勤務手当）

第５１条 規程第２０条第２項第１号に規定する別に定める額は、次の各号に掲

げる職員の区分に応じ、当該各号に掲げる額とする。

⑴ 規程別表第２の給料表の適用を受ける職員のうち職務の級が５級である職

員又は規程別表第１の適用を受ける職員のうちこれに相当する職員 ８，０

００円

⑵ 規程別表第２の給料表の適用を受ける職員のうち職務の級が６級である職

員又は規程別表第１の適用を受ける職員のうちこれに相当する職員 １０，

０００円

⑶ 規程別表第２の給料表の適用を受ける職員のうち職務の級が７級である職



員又は規程別表第１の適用を受ける職員のうちこれに相当する職員 １２，

０００円 

２ 前項の規定にかかわらず、規程第２０条第２項第１号の規定による勤務のう

ち別に定める勤務については、前項第１号中「８，０００円」とあるのは「４，

０００円」と、同項第２号中「１０，０００円」とあるのは「５，０００円」

と、同項第３号中「１２，０００円」とあるのは「６，０００円」とする。 

３ 規程第２０条第２項第１号に規定する別に定める勤務は、勤務に従事する時

間が７時間４５分を超える場合の勤務とする。 

４ 規程第２０条第２項第２号に規定する別に定める額は、第１項各号に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる額の２分の１に相当する額とす

る。 

（期末手当及び勤勉手当） 

第５２条 期末手当及び勤勉手当の支給日は、次の各号に掲げる基準日の区分に

応じ、当該各号に掲げるとおりとする。ただし、その日が日曜日又は土曜日に

当たるときは、その日前において、その日に最も近い日曜日又は土曜日でない

日を支給日とする。 

⑴ ６月１日 ６月３０日 

⑵ １２月１日 １２月１０日 

２ 規程第２１条第１項後段及び第２４条第１項後段の規定により期末手当及び

勤勉手当の支給を受ける職員は、別に定める。 

３ 規程第２４条第１項前段に規定する別に定める場合は、別に定める職員に支

給する勤勉手当について、人事評価の結果等を反映させる場合とする。 

４ 規程第２４条第１項前段に規定する別に定める期間は、別に定める。 

５ 勤勉手当の額については、その職員の勤務成績を勘案して、理事長が定める。 

（勤務１時間当たりの給与額） 

第５３条 規程第２６条に規定する別に定める手当は、毎月定額により支給され

る手当のうち別に定める手当とする。 

２ 規程第２６条に規定する給与月額の計算の基礎となる給料月額は、法律、規



程等の規定により給料を減額されているときにおいても、本来その職員が受け

るべき給料月額とする。ただし、就業規則第４１条の規定により減給処分を受

けている場合においては、その期間に限り、減額された給料額をその職員の給

料月額とみなす。 

（休職者の給与） 

第５４条 規程第２７条に規定する別に定める職員は、特定業務職員及び契約職

員とする。 

（端数計算） 

第５５条 規程及びこの細則に定めるところにより、給与の支給額を計算する場

合において、その支給額の計算の基礎となる１日当たり又は１時間当たりの給

与の額に５０銭未満の端数があるときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満

の端数があるときはこれを１円に切り上げる。 

２ 規程第３条第５項ただし書の規定による再雇用短時間勤務職員の給料月額に

１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

３ 規程第１２条、第２１条第３項及び第４項並びに第２６条の規定による地域

手当の月額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

４ 規程第２１条第２項及び第２４条第２項各号の規定による算定基礎額に１円

未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

５ 規程第２７条第１項第２号及び第３号の規定による休職中の職員の給料、扶

養手当、これらに対する地域手当及び住居手当に１円未満の端数があるときは、

それぞれの端数を切り捨てた額をもって当該給与の月額とする。 

６ 規程及びこの細則に定めるところにより、給与を減額する場合において、勤

務しない１日又は１時間につき減額すべき額に５０銭未満の端数があるときは

これを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときはこれを１円に切り上

げる。 

７ 規程及びこの細則に定めるところにより、給与の支給額を計算し、又は給与

を減額する場合において、これらの計算の基礎となる時間数に３０分未満の端

数があるときはこれを切り捨て、３０分以上１時間未満の端数があるときはこ



れを１時間として計算する。 

（勤務実績の報告） 

第５６条 課等の庶務を担当する係長(係長が置かれていない場合にあっては、こ

れに準じる者)は、月ごとに、当該課等に所属する各職員につきその勤務時間を

管理するために作成する記録その他理事長の指定する記録に基づいて、次に掲

げる事項を記入した勤務実績報告書を作成し、これにより勤務実績の報告を行

わなければならない。 

⑴ 規程第１４条又は公立大学法人京都市立芸術大学職員の育児休業等に関す

る規程第１２条の規定により給与を減額される日数及び時間数並びに第４０

条第１項第５号の規定により給与の一部を減額される日数及び時間数 

⑵ 法令の規定により休業補償等を受ける日数 

⑶ 時間外勤務及び夜間勤務の時間数 

⑷ 大学院研究科手当の計算上必要な事項 

⑸ 前各号に定めるもののほか、理事長が必要と認める事項 

３ 前項に規定する勤務実績の報告は、月の終了後４日以内に、給与の支給に関

する事務を担当する課長(以下「給与担当課長」という。)に送付しなければな

らない。 

（給与の計算に必要な事項の通知） 

第５７条 人事に関する事務を担当する課長及び共済組合その他給与からの控除

金を受領すべき団体は、給与の計算に必要な事項が生じたとき、又は当該事項

に変動があったときは、速やかにその旨を給与担当課長に通知しなければなら

ない。 

（給与支給明細書） 

第５８条 理事長は、職員に対し給与を支給する際、給与支給明細書を交付しな

ければならない。 

（領収書への押印） 

第５９条 職員は、給与の支給を受けたときは、口座振替以外の方法により支払

を受けた金額に係る領収書に押印しなければならない。 



（口座振替の申出等） 

第６０条 規程第３１条に規定する申出は、書面を理事長に提出して行うものと

する。申出を変更し、又は取り消す場合についても、同様とする。 

２ 前項に規定するもののほか、給与の口座振替について必要な事項は、別に定

める。 

（委任規定） 

第６１条 この細則において別に定めることとされている事項及びこの細則の施

行について必要な事項は、理事長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第４８条本文の規定により職員が管理職手当の支給を受ける場合において、

その者についての支給額が、その者が京都市の職員として京都市職員給与条例

施行細則の一部を改正する規則（平成２３年３月３１日京都市規則第１０８号。

以下「改正規則」）による改正前の京都市職員給与条例施行細則第２４条の３本

文の規定により受けていた管理職手当の支給額（理事長が特別の事情があると

認める職員にあっては、理事長が別に定める額）に満たないときは、第４８条

本文の規定による管理職手当のほか、その差額に相当する額に次の各号に掲げ

る期間の区分に応じ、当該各号に掲げる割合を乗じて得た額（その額に１円未

満の端数があるときは、これを切り捨てた額）を管理職手当として支給する。 

⑴ 平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで １００分の７５ 

⑵ 平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで １００分の５０ 

⑶ 平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで １００分の２５ 

３ 前項の規定による管理職手当の支給を受ける職員に対する第３７条の規定の

適用については、第３７条第１項中「支給額」とあるのは「支給額と附則第２

項の規定による管理職手当の支給額との合計額」とする。 

４ 前２項に定めるもののほか、この細則の施行に関し必要な経過措置は、理事



長が定める。 

   附 則 

 この細則は、平成２４年１２月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、決定の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この細則による改正後の公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程施行細

則（以下「改正後の細則」という。）の規定は、平成２６年４月１日から適用す

る。 

（経過措置） 

３ 平成２６年４月１日から改正後の細則の施行の日の前日までの間において、

昇格により号給に異動のあった職員のうち、改正後の細則の規定による昇格後

の号給がこの細則による改正前の公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程

施行細則（以下「改正前の細則」という。）の規定による昇格後の号給に達しな

いものの当該異動の日における号給については、改正後の細則の規定にかかわ

らず、改正前の細則の規定による号給とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（住居手当に関する経過措置） 

２ 公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程の一部を改正する規程（平成２

８年３月２日一部改正）附則第４項の規定によりなおその効力を有するものと

されている同規程による改正前の公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程

第１１条の規定の適用については、この細則による改正前の公立大学法人京都

市立芸術大学職員給与規程施行細則第３４条の規定は、なおその効力を有する。 

（その他の経過措置） 

３ 前項に定めるもののほか、この細則の施行に関し必要な経過措置は、理事長



が定める。 

附 則 

 この細則は、平成２９年１月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、平成３０年４月１日から施行する。 

（昇給の基準に関する暫定措置） 

２ この細則の施行の日から平成３３年３月３１日までの間におけるこの細則に

よる改正後の公立大学法人京都市立芸術大学給与規程施行細則第１７条第５項

の規定の適用については、同項中「あり、並びに」とあるのは「あるのは「１

号給」と、」と、「あるのは、」とあるのは「あるのは」とする。 

附 則 

 この細則は、平成３０年４月１７日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、平成３０年１２月１８日から施行する。 

（適用区分） 

２ この細則による改正後の公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程施行細

則（以下「改正後の細則」という。）の規定は、平成３０年４月１日から適用す

る。 

（経過措置） 

３ 平成３０年４月１日から改正後の細則の施行の日の前日までの間において、

昇格により号給に異動のあった職員のうち、改正後の細則の規定による昇格後

の号給がこの細則による改正前の公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程

施行細則（以下「改正前の細則」という。）の規定による昇格後の号給に達しな

いものの当該異動の日における号給については、改正後の細則の規定にかかわ

らず、改正前の細則の規定による号給とする。 

附 則 



 この細則は、平成３１年３月２７日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、決定の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この細則による改正後の公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程施行細

則（以下「改正後の細則」という。）の規定は、平成３１年４月１日から適用す

る。 

（経過措置） 

３ 平成３１年４月１日から改正後の細則の施行の日の前日までの間において、

昇格により号給に異動のあった職員のうち、改正後の細則の規定による昇格後

の号給がこの細則による改正前の公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程

施行細則（以下「改正前の細則」という。）の規定による昇格後の号給に達しな

いものの当該異動の日における号給については、改正後の細則の規定にかかわ

らず、改正前の細則の規定による号給とする。 

附 則 

 この細則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、決定の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この細則による改正後の公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程施行細

則の規定は、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

 この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この細則は、令和７年４月１日から施行する。 

 



第１号様式（第２０条関係） 

扶 養 親 族 届 

(あて先) 公立大学法人京都市立芸術大学

理事長 
年    月    日提出 

所属コード 

所 属 

氏名コード 

氏 名 

 

 公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程施行細則第２０条の規定により届け出ます。 

事実が生じた日 年  月  日 届出の理由   

区

分 

増減の区別

又は扶養手

当の受給の

有無の区別 

親族の氏名 
カタカナ 

漢字 
続柄 生年月日 

同 居 又 は

別居の区別 
収 入 種 別 月 収 額 

氏 名 

届

け

出

る

親

族 

              円 

    

                

    

                

    

                

    

                

    

そ

の

他

の

親

族 

            
配 偶 者 の 状 況 

    

配偶者の有無 
  

            

    職業又は勤務
先 

  

            氏 名 コ ー ド 
(公立大学法人
京都市立芸術
大学職員の場
合) 

  

    

            配偶者が受給
している扶養
手当に相当す
る手当の対象
となっている
親族の氏名 

  

    

              

    

注１ 収入種別の欄には，給与，配当，事業収入，年金，雇用保険等の種別を記入してください。 

 ２ 月収額の欄には，収入種別ごとの１月平均の額の合計を記入してください。 

 ３ この届出書には，理事長が指示する書類を添付してください。 



第２号様式（第２４条関係） 

通 勤 届 

(あて先) 公立大学法人京都市立芸術大学

理事長 
年    月    日提出 

所属コード 

所 属 

氏名コード 

氏 名 

 

 公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程施行細則第２４条の規定により通勤の実

情を届け出ます。 

住 所   

届 出 の 理 由   事実が生じた日 年  月  日 

通

勤

の

実

情 

順

路 

通勤方法又

は利用交通

機関の名称 

区 間 

乗 車 券 

※ 

 処理事項 
定 期 券

番 号 等 通 用 期 間 

金 額 

1 

  
住居～ 

(   キロメートル) 

      

2 

  

～ 

  

／ ～ ／ 

  

円 

3 

  

～ 

  

／ ～ ／ 

  

円 

4 

  

～ 

  

／ ～ ／ 

  

円 

5 

  

～ 

  

／ ～ ／ 

  

円 

6 

  

～ 

  

／ ～ ／ 

  

円 

勤務の態様 
□早朝勤務  □交替勤務 

内容(          ) 

身体の障害 

障 害 名 

及び等級 

  

注1 ※の欄は，記入しないでください。 

 2 該当する□には，レ印を記入してください。 

 3 この届を提出する際には，所属の庶務担当者に定期券，駐車場の預り証等を提示し，

確認を受けてください。 

 4 裏面に通勤経路の略図を記入してください。 



第３号様式(第３５条関係) 

住   居   届 

(あて先)公立大学法人京都市立芸術大学理事長 年    月    日提出 

所属コード 

所   属 

氏名コード 

氏   名 

 

公立大学法人京都市立芸術大学職員給与規程施行細則第３５条の規定により居住の実情等を届け出ま

す。 

住 所 

 

□賃貸住宅 

住宅の借主の氏名 

続柄（   ） 

家賃額（月額） 

 

             円 

左記家賃額には，     
□水道，ガス及び電気の料金 
□食費その他の費用 

が 

 
含まれている。 

□持  家 
所有者 

事実が生じた日     年  月  日 届出の理由 

同居する親族

の氏名 
続柄 

収入 
備考 

有無 職業及び勤務先 所得の種類 前年の所得金額 

    □有 

□無 

        

    □有 

□無 

        

  □有 

□無 

    

    □有 

□無 

        

    □有 

□無 

        

    □有 

□無 

        

    □有 

□無 

        

    □有 

□無 

        

 注１ 賃貸欄については，住宅の借主が職員本人又は職員の扶養親族である場合に，持家欄についは， 

本人が所有している場合に，それぞれ記入してください。 

  ２ 所得の種類の欄及び前年の所得金額の欄には，それぞれ所得税法第２編第２章第２節第１款に

規定する所得の種類及び所得の金額を記入してください。 

  ３ ２種類以上の所得がある場合は，それぞれについて所得の種類及び前年の所得金額を記入して

ください。 

  ４ 前年の１月１日以後に就職，退職等により収入の基礎に変動があった場合は，備考の欄に，そ

の事由及びその事実の生じた年月日を記入してください。 

  ５ この届出書には，理事長が指示する書類を添付してください。 

 

   備考この様式は，職員が自ら居住する住居に係る届出をする場合に用いる。 



別表第１（第２条関係） 

級別標準職務区分表 

 

給料表 職務の級 標準的な職務 

教育職
給料表 

１級 助教の職務 

２級 講師の職務 

３級 准教授の職務 

４級 教授の職務 

一般職 
給料表 

１級 相当の知識，技術，経験等を要する職務 

２級 やや高度の知識，技術，経験等を要する職務 

３級 主任の職務又はこれに準じるものと理事長が認める職務 

４級 係長又はこれと同じ職制上の段階に属するものとして理事長が定める職の職務 

５級 
課長補佐又はこれと同じ職制上の段階に属するものとして理事長が定める職の

職務 
６級 課長又はこれと同じ職制上の段階に属するものとして理事長が定める職の職務 

７級 部長又はこれと同じ職制上の段階に属するものとして理事長が定める職の職務 

８級 局長又はこれと同じ職制上の段階に属するものとして理事長が定める職の職務 

 



別表第２（第３条関係） 

級別資格基準表 

 

職員の区分 学歴免許等資格区分 
職務の級 

1級 2級 3級から8級まで 

規程別表第2の

給料表の適用

を受ける職員 

事務職員 

大卒 
 5.9 

別に定める。 

0 5.9 

短大卒 
 8.9 

0 8.9 

高卒 
 11.9 

0 11.9 

保健師 

Ａ 
 4.6 

0 4.6 

Ｂ 
 6.6 

0 6.6 

その他の職員  
その他の職員 別に定める。 別に定める。 

備考１ この表の適用方法 

この表は，職員の区分及び学歴免許等資格区分に応じて適用する。この場合において，学歴免許

等資格区分に対応する職務の級の欄に掲げる上段の数字は当該職務の級に職員の職務の級を決定す

る場合に必要な1級下位の職務の級における在級年数 （以下「必要在級年数」という。）を，下段の

数字は当該職務の級に職員の職務の級を決定する場合に必要な経験年数（以下「必要経験年数」と

いう。）を示す。ただし，必要在級年数及び必要経験年数の小数点以下の数字は，月数を示す。 

   ２ 定義 

    ⑴ 保健師Ａ 

      高校又は旧５年制中学卒業後保助看法第２１条第１号，第２号又は第３号に係る看護師（甲種

看護婦養成所卒業者を含む。）に該当する者（以下「特定看護師」という。）で，保健師助産師

看護師法（以下「保助看法」という。）第１９条第１号又は第２号に係る保健師 
    ⑵ 保健師Ｂ 
      保健師Ａ以外の保健師 

３ 職務と学歴 

理事長は，職務の内容と直接関連のない学歴については，これを認めないことができる。 



別表第３（第４条関係） 

経験年数換算表 

⑴ 普通換算 

経歴の種類 職員の職務との関係 換算率 備考 
   職務の種類を問わない。 80パーセントか

ら100パーセント

まで 

 
国家公務員 
地方公務員 
旧公共企業体職員 
政府関係機関職員 
外国政府職員 

  

としての在職期間 

   
民間における企業体・団体等の職員としての

在職期間 
直接関係があると認めら

れるもの 
80パーセントか

ら100パーセント

まで 

 

その他のもの 50パーセントか

ら80パーセント

まで 

 

学校又は学校に準じる教育機関における在学

期間 
 100パーセント 正規の在学期間に

限る。 
青年海外協力隊又は日系社会青年ボランティ

アとしての活動期間 
 100パーセント  

兵役期間(引き続き海外によく留されていた

期間を含む。) 
直接関係があると認めら

れるもの 
80パーセントか

ら100パーセント

まで 

 

その他のもの 25パーセント以

下 
他の職員との均衡

を著しく失する場

合は，この限りで

ない。 
その他の期間 技能・労務等の職務で関

係があると認められるも

の 

50パーセント以

下 
加算10年以内 

その他のもの 25パーセント以

下 
加算3年以内 

 

⑵ 学歴年数換算 
学歴免許等資格
区分 

基礎修
学年数 

学歴区分 修学年数 換算年数 

事務職員 大学卒 16 新大6卒 18 (＋)2 
新大4卒 16 0 
旧大卒 17 (＋)1 
準大卒 15～17 (－)1～ 

(＋)1 
短大卒 14 短大3卒 15 (＋)1 

短大2卒 14 0 
旧専5卒 16 (＋)2 
旧専4卒 15 (＋)1 
旧専3卒 14 0 
準専2卒 13 (－)1 

 高校卒 12 新高卒 12 0 



   旧中5卒 11 (－)1 
旧中4卒 10 (－)2 
新中卒 9 (－)3 
旧中修学年限3年卒 9 (－)3 
高小卒 8 (－)4 
小卒 6 (－)6 

保健師 A 16 特定看護師で，保助看法第19条第1号又は第2号に該当する者 16 0 
B 13 旧看護婦規則(以下「旧規則」という。)による

旧5年制中学卒業者（以下「甲中卒」という。）」
を入学資格とする3年制養成所卒業者で 

保助看法第
19条第1号
又は第2号
に該当する
者 

15 (＋)2 

旧規則による甲中卒を入学資格とする2年制養
成所卒業者で 

14 (＋)1 

旧規則による甲小卒を入学資格とする2年制養
成所卒業者で 

11 (－)2 

旧規則に基づく検定による免許を有する者で 10 (－)3 
旧保健婦規則による甲中卒を入学資格とする3年制養成所卒
業者 

14 (＋)1 

旧保健婦規則による甲中卒を入学資格とする2年制養成所卒
業者 

13 0 

旧保健婦規則に基づく検定合格者 11 (－)2 
 



別表第４（第５条関係） 

初任給基準表 
 

１ 規程別表第１の給料表の適用を受ける職員 
学歴区分 職務の級 号給 

大学院博士課程修了 １ ３１ 

大学院修士課程修了 １ １３ 

大学卒 １ １ 

 

２ 規程別表第２の給料表の適用を受ける職員 
⑴ 事務職員 

 学歴区分 職務の級 号給 

大学卒 １ ２６ 

短大卒 １ １８ 

高校卒 １ １０ 

 

⑵ その他の者 

 学歴区分 職務の級 号給 

大学院修士課程修了 １ ３７ 

大学卒 １ ２９（－１） 

短大卒 １ １９ 

高校卒 １ １３（－１） 

 

⑶ 特殊資格職員 
学歴免許等資格区分 職務の級 号給 

保健師 Ａ １ ３３（－１） 
 

備考 号給の欄に掲げる（ ）内の数は，採用後の昇給日（第１７条第１項 

に規定する日をいう。）における昇給抑制号給数を示す。 
 



別表第５（第７条関係） 

 

年齢別保障初任給表 
年齢 職務の級 号給 

以上 未満 
歳 

１８ 
月 

０ 
歳 

１８ 
月 

５ 
 

１ 
 
３ 

１８ ５ １８ ９ １ ４ 

１８ ９ １９ ２ １ ５ 

１９ ２ １９ ６ １ ６ 

１９ ６ １９ １１ １ ７ 

１９ １１ ２０ ３ １ ８ 

２０ ３ ２０ ８ １ ９ 

２０ ８ ２１ ０ １ １０ 

２１ ０ ２１ ５ １ １１ 

２１ ５ ２１ ９ １ １２ 

２１ ９ ２２ ２ １ １３ 

２２ ２ ２２ ６ １ １４ 

２２ ６ ２２ １１ １ １５ 

２２ １１ ２３ ４ １ １６ 

２３ ４ ２３ ９ １ １７ 

２３ ９ ２４ ５ １ １８ 

２４ ５ ２４ １１ １ １９ 

２４ １１ ２５ ４ １ ２０ 

２５ ４ ２５ ９ １ ２１ 

２５ ９ ２６ ５ １ ２２ 

２６ ５ ２６ １１ １ ２３ 

２６ １１ ２７ ４ １ ２４ 

２７ ４ ２７ ９ １ ２５ 

２７ ９ ２８ ５ １ ２６ 

２８ ５ ２８ １１ １ ２７ 

２８ １１ ２９ ４ １ ２８ 

２９ ４ ２９ ９ １ ２９ 

２９ ９ ３０ ５ １ ３０ 

３０ ５ ３０ １１ １ ３１ 

３０ １１ ３１ ４ １ ３２ 

３１ ４ ３１ ９ １ ３３ 

３１ ９ ３２ ５ １ ３４ 

３２ ５ ３２ １１ １ ３５ 

３２ １１ ３３ ４ １ ３６ 

３３ ４ ３３ ９ １ ３７ 

３３ ９ ３４ ５ １ ３８ 



３４ ５ ３４ １１ １ ３９ 

３４ １１ ３５ ４ １ ４０ 

３５ ４ ３５ ９ １ ４１ 

３５ ９ ３６ ５ １ ４２ 

３６ ５ ３６ １１ １ ４３ 

３６ １１ ３７ ４ １ ４４ 

３７ ４ ３７ ９ １ ４５ 

３７ ９ ３８ ５ １ ４６ 

３８ ５ ３８ １１ １ ４７ 

３８ １１ ３９ ４ １ ４８ 

３９ ４ ３９ ９ １ ４９ 

３９ ９   １ ５０ 
 
備考 年齢は，採用の日が２月１日から４月３０日までの間であるときは３月３１日，５月１日から７月

３１日までの間であるときは６月３０日，８月１日から１０月３１日までの間であるときは９月３０日，

１１月１日から翌年の１月３１日までの間であるときは１２月３１日における年齢とする（以下同じ。）。 



別表第６（第１２条関係） 

昇格時号給対応表 

 

１ 規程別表第１の給料表の適用を受ける職員 

昇格した日の
前日に受けて
いた号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 

１ １ １ １ 

２ １ １ １ 

３ １ １ １ 

４ １ １ １ 

５ １ １ １ 

６ １ １ １ 

７ １ １ １ 

８ １ １ １ 

９ １ １ １ 

１０ １ １ １ 

１１ １ １ １ 

１２ １ １ １ 

１３ １ １ １ 

１４ １ １ １ 

１５ １ １ １ 

１６ １ １ １ 

１７ １ １ ２ 

１８ １ ２ ２ 

１９ １ ３ ２ 

２０ １ ４ ２ 

２１ １ ５ ２ 

２２ １ ５ ２ 

２３ １ ６ ２ 

２４ １ ６ ２ 

２５ １ ７ ３ 

２６ １ ７ ３ 

２７ １ ８ ３ 

２８ １ ８ ３ 

２９ １ ９ ３ 

３０ １ １０ ３ 

３１ １ １１ ３ 

３２ １ １２ ３ 

３３ １ １３ ４ 

３４ ２ １４ ４ 

３５ ３ １５ ４ 

３６ ４ １６ ４ 

３７ ５ １７ ４ 



３８ ６ １８ ４ 

３９ ７ １９ ４ 

４０ ８ ２０ ４ 

４１ ９ ２１ ５ 

４２ １０ ２２ ５ 

４３ １１ ２３ ５ 

４４ １２ ２４ ５ 

４５ １３ ２５ ５ 

４６ １４ ２６ ５ 

４７ １５ ２７ ５ 

４８ １６ ２８ ５ 

４９ １７ ２９ ５ 

５０ １７ ３０ ５ 

５１ １８ ３１ ６ 

５２ １８ ３２ ６ 

５３ １９ ３３ ６ 

５４ １９ ３４ ６ 

５５ ２０ ３５ ６ 

５６ ２０ ３６ ６ 

５７ ２１ ３７ ６ 

５８ ２１ ３８ ６ 

５９ ２１ ３９ ７ 

６０ ２２ ４０ ７ 

６１ ２２ ４１ ７ 

６２ ２２ ４１ ７ 

６３ ２３ ４２ ７ 

６４ ２３ ４２ ７ 

６５ ２３ ４３ ７ 

６６ ２４ ４３ ７ 

６７ ２４ ４４ ７ 

６８ ２４ ４４ ７ 

６９ ２５ ４５ ７ 

７０ ２５ ４５ ７ 

７１ ２６ ４５ ７ 

７２ ２６ ４５ ８ 

７３ ２７ ４６ ８ 

７４ ２７ ４６  

７５ ２８ ４６  

７６ ２８ ４６  

７７ ２９ ４６  

７８ ２９ ４６  

７９ ３０ ４６  

８０ ３０ ４６  



８１ ３１ ４６  

８２ ３１ ４６  

８３ ３２ ４６  

８４ ３２ ４６  

８５ ３３ ４６  

８６ ３３ ４６  

８７ ３３ ４６  

８８ ３４ ４６  

８９ ３４ ４６  

９０ ３４ ４６   

９１ ３５ ４６   

９２ ３５ ４６   

９３ ３５ ４６   

９４ ３６    

９５ ３６    

９６ ３６    

９７ ３７    

９８ ３７    

９９ ３７    

１００ ３７    

１０１ ３８    

１０２ ３８    

１０３ ３８    

１０４ ３８    

１０５ ３９    

１０６ ３９     

１０７ ３９     

１０８ ３９     

１０９ ４０     

１１０ ４０     

１１１ ４０     

１１２ ４０     

１１３ ４０     

１１４ ４０     

１１５ ４１     

１１６ ４１     

１１７ ４１     

１１８ ４１     

１１９ ４１     

１２０ ４１     

１２１ ４２     

１２２ ４２     

１２３ ４２     



１２４ ４２     

１２５ ４２     

１２６ ４２     

１２７ ４３     

１２８ ４３     

１２９ ４３     
 

２ 規程別表第２の給料表の適用を受ける職員 
昇格した日の
前日に受けて
いた号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１ １ １ １ １ １ １ 
２ １ １ １ １ １ １ 
３ １ １ １ １ １ １ 
４ １ １ １ １ １ １ 
５ １ １ １ １ １ １ 
６ １ １ １ １ １ １ 
７ １ １ １ １ １ １ 
８ １ １ １ １ １ １ 
９ １ １ １ １ １ １ 
１０ １ １ １ １ ２ ２ 
１１ １ １ １ １ ３ ３ 
１２ １ １ １ １ ４ ４ 
１３ １ １ １ １ ５ ５ 
１４ １ ２ １ １ ６ ６ 
１５ １ ３ １ １ ７ ７ 
１６ １ ４ １ １ ８ ８ 
１７ １ ５ １ １ ９ ９ 
１８ １ ６ ２ ２ １０ １０ 
１９ １ ７ ３ ３ １１ １１ 
２０ １ ８ ４ ４ １２ １２ 
２１ １ ９ ５ ５ １３ １３ 
２２ １ １０ ６ ６ １４ １４ 
２３ １ １１ ７ ７ １５ １５ 
２４ １ １２ ８ ８ １６ １６ 
２５ １ １３ ９ ９ １７ １７ 
２６ １ １４ １０ １０ １８ １８ 
２７ １ １５ １１ １１ １９ １９ 
２８ １ １６ １２ １２ ２０ ２０ 
２９ １ １７ １３ １３ ２１ ２１ 
３０ ２ １８ １４ １４ ２２ ２２ 
３１ ３ １９ １５ １５ ２３ ２３ 
３２ ４ ２０ １６ １６ ２４ ２４ 
３３ ５ ２１ １７ １７ ２５ ２５ 
３４ ６ ２２ １８ １８ ２６ ２６ 
３５ ７ ２３ １９ １９ ２７ ２７ 
３６ ８ ２４ ２０ ２０ ２８ ２８ 
３７ ９ ２５ ２１ ２１ ２９ ２９ 
３８ １０ ２６ ２２ ２２ ３０ ３０ 
３９ １１ ２７ ２３ ２３ ３１ ３１ 



４０ １２ ２８ ２４ ２４ ３２ ３２ 
４１ １３ ２９ ２５ ２５ ３３ ３３ 
４２ １４ ３０ ２６ ２６ ３４ ３４ 
４３ １５ ３１ ２７ ２７ ３５ ３５ 
４４ １６ ３２ ２８ ２８ ３６ ３６ 
４５ １７ ３３ ２９ ２９ ３７ ３７ 
４６ １８ ３４ ３０ ３０ ３８ ３７ 
４７ １９ ３５ ３１ ３１ ３９ ３８ 
４８ ２０ ３６ ３２ ３２ ４０ ３８ 
４９ ２１ ３７ ３３ ３３ ４１ ３９ 
５０ ２２ ３８ ３３ ３４ ４２ ３９ 
５１ ２３ ３９ ３４ ３５ ４３ ４０ 
５２ ２４ ４０ ３４ ３６ ４４ ４０ 
５３ ２５ ４１ ３５ ３７ ４５ ４１ 
５４ ２６ ４１ ３５ ３７ ４５ ４２ 
５５ ２７ ４２ ３６ ３７ ４６ ４３ 
５６ ２８ ４２ ３６ ３８ ４６ ４４ 
５７ ２９ ４３ ３７ ３８ ４７ ４５ 
５８ ３０ ４３ ３７ ３８ ４７ ４５ 
５９ ３１ ４４ ３８ ３９ ４８ ４６ 
６０ ３２ ４４ ３８ ３９ ４８ ４６ 
６１ ３３ ４５ ３９ ３９ ４９ ４７ 
６２ ３４ ４６ ３９ ４０ ４９ ４７ 
６３ ３５ ４７ ４０ ４０ ４９ ４８ 
６４ ３６ ４８ ４０ ４０ ５０ ４８ 
６５ ３７ ４９ ４１ ４１ ５０ ４９ 
６６ ３８ ５０ ４２ ４１ ５０ ５０ 
６７ ３９ ５１ ４３ ４１ ５１ ５１ 
６８ ４０ ５２ ４４ ４１ ５１ ５２ 
６９ ４１ ５３ ４５ ４２ ５１ ５３ 
７０ ４２ ５３ ４５ ４２ ５２ ５３ 
７１ ４３ ５４ ４６ ４２ ５２ ５３ 
７２ ４４ ５４ ４６ ４２ ５２ ５３ 
７３ ４５ ５５ ４７ ４３ ５３ ５４ 
７４ ４６ ５５ ４７ ４３ ５３ ５４ 
７５ ４７ ５６ ４８ ４３ ５３ ５４ 
７６ ４８ ５６ ４８ ４３ ５４ ５４ 
７７ ４９ ５７ ４９ ４４ ５４ ５５ 
７８ ５０ ５８ ４９ ４４ ５４ ５５ 
７９ ５１ ５９ ５０ ４４ ５５ ５５ 
８０ ５２ ６０ ５０ ４４ ５５ ５５ 
８１ ５３ ６１ ５１ ４５ ５５ ５６ 
８２ ５４ ６２ ５１ ４５ ５６ ５６ 
８３ ５５ ６３ ５２ ４５ ５６ ５６ 
８４ ５６ ６４ ５２ ４５ ５６ ５６ 
８５ ５７ ６５ ５３ ４６ ５７ ５７ 
８６ ５７ ６５ ５３ ４６ ５７ ５７ 
８７ ５８ ６６ ５４ ４６ ５７ ５７ 
８８ ５８ ６６ ５４ ４６ ５８ ５７ 
８９ ５９ ６７ ５５ ４７ ５８ ５８ 

９０ ５９ ６７ ５５ ４７ ５８   



９１ ６０ ６８ ５６ ４７ ５８   

９２ ６０ ６８ ５６ ４７ ５９   

９３ ６１ ６９ ５７ ４８ ５９   

９４  ７０ ５７ ４８ ５９   

９５  ７１ ５８ ４８ ５９   

９６  ７２ ５８ ４８ ６０   

９７  ７３ ５９ ４９ ６０   

９８   ７４ ５９ ４９     

９９   ７５ ６０ ４９     

１００   ７６ ６０ ５０     

１０１   ７７ ６１ ５０     

１０２   ７７ ６２ ５０     

１０３   ７８ ６３ ５１     

１０４   ７８ ６４ ５１     

１０５   ７９ ６５ ５１     

１０６   ７９ ６６ ５１     

１０７   ８０ ６７ ５２     

１０８   ８０ ６８ ５２     

１０９   ８１ ６９ ５２     

１１０   ８１ ６９ ５２     

１１１   ８２ ７０ ５３     

１１２   ８２ ７０ ５３     

１１３   ８３ ７１ ５３     

１１４   ８３ ７１ ５３     

１１５   ８４ ７２ ５４     

１１６   ８４ ７２ ５４     

１１７   ８５ ７３ ５４     

１１８   ８５ ７４       

１１９   ８６ ７５       

１２０   ８６ ７６       

１２１   ８７ ７７       

１２２   ８７ ７８       

１２３   ８８ ７９       

１２４   ８８ ８０       

１２５   ８９ ８０       

１２６   ８９ ８０       

１２７   ９０ ８０       

１２８   ９０ ８１       

１２９   ９１ ８１       

１３０   ９１ ８１       

１３１   ９２ ８１       

１３２   ９２ ８２       

１３３   ９２ ８２       

１３４   ９２ ８２       

１３５   ９３ ８２       



１３６   ９３ ８３       

１３７   ９３ ８３       

１３８   ９３ ８３       

１３９   ９４ ８３       

１４０   ９４ ８４       

１４１   ９４ ８４       

１４２   ９４        

１４３   ９５        

１４４   ９５        

１４５   ９５        

１４６   ９５        

１４７   ９６        

１４８   ９６        

１４９   ９６        

  



別表第７（第４８条関係) 

適用を受ける給料表 属する職務の級又は職名 支給額 

円

規程別表第１の給料表 ４級 ５４，０００

規程別表第２の給料表 

６級 ４５，４００

７級 ５０，０００

８級 ５５，２００

規程別表第１又は第２の給料表 副学長 ７０，０００
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